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奈良県情報公開審査会の第２１３号答申について

行政文書の一部開示決定に対する審査請求についての諮問第２０３号事案に関して、下記のとおり、奈良県
情報公開審査会から奈良県公安委員会に対して答申されましたのでお知らせします。

記

１ 答申の概要
◎ 答 申：平成３１年２月２５日
◎ 諮問実施機関：奈良県公安委員会
◎ 実 施 機 関：奈良県警察本部長（県民サービス課）
◎ 対象行政文書：公安委員会あて申出に対する調査結果
◎ 諮問に係る処分と理由
○ 決 定：一部開示決定
○ 不開示部分：ア 起案文書の件名の一部

イ 調査結果報告の件名及び調査内容の一部
ウ 申出に対する回答についての宛名、内容の一部

○ 不開示理由：条例第７条第２号に該当
特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、特定の

個人を識別することができることとなるものを含む。）又は、特定の個人を識別する
ことはできないが、公にすることにより、なお、個人の権利利益を害するおそれがあ
るため

条例第７条第６号に該当
苦情・相談等の業務に関する情報であり、開示することにより、相談者との信頼関

係を損なうとともに、相談の申出をちゅうちょするなど、当該事務の適正な遂行に支
障を及ぼすおそれがあるため

◎ 審査会の結論：実施機関の決定は妥当である。
◎ 判 断 理 由：

１ 本件行政文書について

実施機関は、県民等から実施機関に対する要望、意見、苦情、感謝、激励、情報提供、犯罪等による被
害の未然防止に関する相談及び警察職員の職務執行に関する苦情の申出等（以下「要望等」という。）を
受理している。
本件行政文書は、特定の要望等について、実施機関が行った調査の結果に係る諮問実施機関に対する報

告案に係る起案である。

２ 本件決定の妥当性について

（１）条例第７条第６号及び第９条について

条例第７条第６号は、「県の機関又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体若しくは地方独立行政
法人が行う事務又は事業に関する情報であって」（前段）、「公にすることにより、次に掲げるおそれ
その他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」
（後段）を不開示情報とする旨規定している。
条例第９条は、「開示請求に係る行政文書に不開示情報（第７条第１号の情報を除く。）が記録され

ている場合であっても、公益上特に必要があると認めるとき」は、実施機関は、開示請求者に対し、当
該行政文書を開示することができる旨規定している。

（２）不開示情報該当性について

実施機関は、要望等の種類、受理日時、調査内容、調査結果に係る記述及び実施機関に対する要望等
を行った者（以下「申出者」という。）への回答内容並びに申出者の氏名、住所及び連絡先について、
条例第７条第２号及び同条第６号に該当するとして不開示としているのに対し、審査請求人は実施機関
が第７条第６号に該当するとして非開示とした部分のうち、同号に該当しない部分の開示を求めている。
本件行政文書は、実施機関の職員が申出者の要望等に対応するために作成した文書であり、記載され

た情報は全て、実施機関の事務に関する情報であるため、条例第７条第６号前段に掲げる情報に該当す
る。
諮問実施機関は、本件不開示情報を公にすることが前提となると、今後、要望等を行おうとする者が



要望等を行うことをちゅうちょし、犯罪等の情報の迅速な把握が困難となるなど、県民生活の安全に係
る事案の解決等を目的とする実施機関の要望等に係る業務の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれが
ある旨主張している。
実施機関に対する要望等に係る情報は、実施機関の職務の性質上、申出者の個別具体的な実体験に基

づく、犯罪等による被害に係る情報や地域での係争等、それ自体が申出者自身の利害、社会的評価、人
格と密接に関わる機微な情報であると考えられる。このような本件不開示情報の性質を考慮すると、申
出者は要望等に係る情報は公にされないことを期待しているものと考えるのが相当である。
したがって、本件不開示情報を公にした場合、実施機関と申出者との信頼関係が損なわれることとな

り、今後、実施機関に対し要望等を行おうとする者が、要望等を行うことをちゅうちょするなど、県民
生活の安全に係る事案の解決を目的とした実施機関の要望等に関する事務の公正かつ適切な遂行に支障
を及ぼすおそれがあると認められる。
これらのことから、要望等の種類、受理日時、調査内容、調査結果に係る記述及び申出者への回答内

容並びに申出者の氏名、住所及び連絡先については、条例第７条第６号の不開示情報に該当する。
また、審査請求人は、本件行政文書について、○○○○○が疑われる事案に関連するものであること

から、条例第９条に基づく開示を検討すべきである旨主張している。この点、諮問実施機関は、行政文
書開示請求における不開示情報該当性の判断に当たって個人的事情は考慮されるものではなく、本件不
開示情報を開示する公益上の必要性と保護する利益とを比較衡量したとしても、開示することに公益上
の必要性は認められない旨主張している。
そこで、当審査会が本件行政文書を見分したところ、本件不開示情報を開示することに、条例第７条

第６号により保護する利益を上回る公益上の必要性があるとは認められなかった。
これらのことから、実施機関が条例第９条を適用して本件不開示部分を開示しなかったことについて、

裁量権の逸脱又は濫用があったとは認められない。

（３）理由付記について

条例第１１条第３項には、「開示請求に係る行政文書の全部を開示しない旨の決定又は一部を開示す
る旨の決定をしたときは、当該各項に規定する書面にその決定の理由を記載しなければならない。」と
規定されているが、この規定は、不開示とする理由の有無について、行政の慎重かつ合理的な判断を確
保するとともに、審査請求等に便宜を与える趣旨であると解される。
審査請求人は、条例第７条第６号に係る不開示部分の理由付記について、「支障」の程度は名目的な

ものでは足りず実質的なものが要求され、「おそれ」の程度も単なる確率的な可能性ではなく、法的保
護に値する蓋然性が要求されるが、これらの点についての理由付記がされていない旨主張している。
当審査会が、本件決定に係る行政文書一部開示決定通知書を見分したところ、開示しない部分欄に、

「起案文書の件名の一部」「調査結果報告の件名及び調査内容の一部」及び「申出に対する回答につい
ての宛名、内容の一部」と不開示部分について相当程度具体的に記載され、開示しない理由欄に、「条
例第７条第６号に該当」等、不開示とした根拠規定が掲げられるとともに、本件不開示情報の性質及び
具体的な事務支障の内容が記載されていることが認められる。
理由付記の際には、不開示情報が明らかにならない限度において記載する必要があり、このことを考

慮すると、本件決定における理由付記は、本件決定を取り消さなければならないほどの不備があるとは
いえない。

２ 事案の経緯
① 開 示 請 求 平成２５年 ８月１９日
② 決 定 平成２５年 ８月３０日付けで一部開示決定
③ 審 査 請 求 平成２５年 ９月１３日
④ 諮 問 平成２５年 ９月２６日
⑤ 経 過 平成３０年 ８月２９日 第２２２回審査会 審議

平成３０年１０月 ５日 第２２３回審査会 審議
平成３０年１０月２６日 第２２４回審査会 審議
平成３０年１１月２８日 第２２５回審査会 審議
平成３０年１２月２７日 第２２６回審査会 審議
平成３１年 １月３１日 第２２７回審査会 審議


